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堺市公園使用料等減免取扱基準 

（趣旨） 

第１条 この基準は、堺市公園条例施行規則（平成元年規則第３８号）第１４条第１項

第２号に規定する市長が特に認めるときの使用料及び占用料（以下「使用料等」とい

う。）の減額または免除（以下「減免」という。）に関する取り扱いについて必要な事

項を定める。 

（減免の基準） 

第２条 次の各号のいずれかに該当する場合、当該各号に定める割合の額を減免するこ

とができる。 

（１）国、または地方公共団体、公共団体、公益団体、公共的団体その他公益的団体に

おいて、公共公益事業の用に供するとき      別表第一に掲げる割合の額 

（２）市の事務、事業を補佐、代行する事業、または本市施策の推進に寄与するものと

認められる事業の用に供するとき         その使用料等の全額 

（３）公園施設を寄附する団体又は個人が、その寄附に関連して公園を使用又は占用す

るとき                     その使用料等の全額 

 ２ 前項のうち、都市公園法第５条第２項の規定による許可に対する減免及び減免割

合については別表第二のとおりとする。 

 ３ 前２項の規定にかかわらず、特別な場合があると認めるときは別途決裁を受ける

ものとする。 

（減免事由の変更等） 

第３条  この基準により減免を受けた者で、減免事由の変更あるいは消滅したと認め

られる場合、減免を取り消すとともに所定の使用料等を徴収することができる。 

（委任） 

第４条 この基準の施行について必要な事項は、所管部長が定める。 

 

附 則 

この基準は、平成１０年４月１日から施行する。 

  附 則 

この基準は、平成１８年４月１日から施行する。 

  附 則 

この基準は、平成１９年４月１日から施行する。 

  附 則 

この基準は、平成２１年４月１日から施行する。 

  附 則 

この基準は、平成２３年２月１日から施行する。 

附 則 

この基準は、平成２５年４月１日から施行する。 

附 則 

この基準は、平成２５年７月１日から施行する。 
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附 則 

この基準は、平成２６年４月１日から施行する。 

 

 

 

別表第一 

 

申  請  者 

 

減 免 割 合 

（１） 

   国 

府、省、庁、各種委員会等（国家行政組織法

及び裁判所法に基づき設置される機関 

 

  １００％ 

（２） 

 地方公共団体 

都道府県、市町村、特別区、市町村が設置す

る事務組合（消防組合、水防組合等）、財産区、 

地方開発事業団等 

 

  １００％ 

（３） 

 公共団体 

独立行政法人都市再生機構、大阪府住宅供給

公社、堺市住宅供給公社、堺市土地開発公社、

土地改良区、独立行政法人日本高速道路保有・

債務返済機構、西日本高速道路株式会社、阪神

高速道路株式会社、独立行政法人労働者健康福

祉機構、株式会社日本政策金融公庫、独立行政

法人住宅金融支援機構 等 

 

 

  １００％ 

（４） 

 公益団体 

・堺市内にある学校法人（別途、副申が必要） 

・堺市内にある社会福祉法人（別途、副申が必

要） 

・堺市に事務局を置く公益財団法人、公益社団

法人等のうち公益性の高い団体（公益財団法人

堺市公園協会、公益財団法人堺市教育スポーツ

振興事業団、公益社団法人堺観光コンベンショ

ン協会、公益財団法人堺市文化振興財団 等） 

 

 

 

 

  １００％ 

（５） 

 公共的団体 

 自治会、老人会、子供会、婦人会、青年団そ

の他これらに類する団体 

 

  １００％ 

（６） 

 公益的団体 

・ 堺市内にある生徒、児童又は園児の教育、育

成、保育を目的とする団体（別途、副申が必

要） 

・ 堺市内にある社会福祉団体（別途、副申が必

要） 

・ その他、関係課からの副申がある団体 

 

 

 

  １００％ 
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別表第二 

申 請 者 減免割合 

（１） 国、地方公共団体、その他公共団体が公園施設を設置又は管

理するとき 

 

 １００％ 

（２） 公益団体、公共的団体その他公益的団体が公園施設を設置又

は管理するとき及び公園施設の指定管理者がその公園内の他の

公園施設を設置又は管理するとき 

 

           （２）許可対象物件  

    自動販売機  １００％ 

    駐車場   １／２ 

    売店・レストラン等   １／３ 

 

 


